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　この文書は、水産基本法（平成13年法律第89号）第10条第１項の
規定に基づく令和２年度の水産の動向及び講じた施策並びに同条第
２項の規定に基づく令和３年度において講じようとする水産施策に
ついて報告を行うものである。

「令和３年度 水産施策」の構成

概説
施策の重点、財政措置、税制上の措置、金融上の措置、政策評価

Ⅰ 漁業の成長産業化に向けた水産資源管理

・ 国内の資源管理の高度化
・ 国際的な資源管理の推進
・ 漁業取締体制の強化
・ 適切な資源管理等に取り組む漁業者の経営安定に資する収入安定対策
・ 漁場環境の保全及び生態系の維持

Ⅱ 漁業者の所得向上に資する流通構造の改革
・ 競争力ある流通構造の確立

・ 加工・流通・消費・輸出に関する施策の展開

Ⅲ 担い手の確保や投資の充実のための環境整備

・ 浜の活力再生プランの着実な実施とそれに伴う人材の育成
・ 持続的な漁業・養殖業のための環境づくり
・ 漁協系統組織の役割発揮・再編整備等
・ 融資・信用保証、漁業保険制度等の経営支援の的確な実施

Ⅳ 漁業・漁村の活性化を支える取組
・ 漁港・漁場・漁村の総合的整備
・多面的機能の発揮の促進
・水産業における調査・研究・技術開発の戦略的推進
・漁船漁業の安全対策の強化

Ⅴ 東日本大震災からの復興

・ 着実な復旧・復興
・ 原発事故の影響の克服

Ⅵ 水産に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
・ 関係省庁等連携による施策の効率的な推進
・ 施策の進捗管理と評価
・ 消費者・国民のニーズを踏まえた公益的な観点からの施策の展開
・ 政策ニーズに対応した統計の作成と利用の推進
・ 事業者や産地の主体性と創意工夫の発揮の促進
・ 財政措置の効率的かつ重点的な運用

「令和３年度 水産施策」の構成
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水産とSDGsの関わりを示すため、特に関連の深い目標のアイコンを
付けています。（関連する目標全てを付けている訳ではありません。）

ママーーケケッットトイインンととププロロダダククトトアアウウトト

○ 我が国水産業が、人口の減少、生活様式の変化等に対応し、将来にわたって発展し
ていくためには、 水産資源の回復に向けて適切な資源管理を推進するとともに、新型
コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける中においても、水産物の価値向上と販路
拡大を図ることが必要。こうした動きを促進する上で特に重要な要素が「マーケットイ
ン」と言われる考え方。

〇 世界の１人当たりの食用魚介類の消費量は半世紀で約２倍に。一方、我が国の１人
当たりの食用魚介類の消費量は、約50年前の水準まで減少。

○ 世界では、水産物需要の拡大に伴って養殖業生産量や水産物貿易量が拡大。

○ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響による移動制限等は、海外の外食需要に支
えられてきた我が国水産物輸出にとっては厳しい条件。

資料：FAO「FAOSTAT（Food Balance Sheets）」（日本以外の国）及び農林水産省「食料需給表」（日本）
注：粗食料とは、廃棄される部分も含んだ食用魚介類の数量。

世世界界のの１１人人１１年年当当たたりり食食用用魚魚介介類類消消費費量量のの推推移移（（粗粗食食料料ベベーースス））

〈地域別〉 〈主要国・地域〉

第第１１節節 国国内内外外のの水水産産物物ママーーケケッットトををめめぐぐるる状状況況
（（１１））世世界界のの水水産産物物需需給給ををめめぐぐるる状状況況

・消費者や顧客の要求、困りごとを突き
止め、それらに応える商品やサービスを
提供しようとする考え方

例）
漁業者が、消費者や顧客からの要望に基づい

て、高品質化に取り組んで魚を生産する

・より良い商品やサービスの開発・提供
を、提供者側の視点に基づいて行おうと
する考え方

例）
漁業者や水産加工業者が、良質な魚を消費者

に食べてもらいたいという自身の思いから、質
にこだわった商品を提供する

プロダクトアウトマーケットイン
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